
１．はじめに 

 貸家建付地とは、貸家の敷地の用に供されている宅

地のことです。その相続税評価は、この土地の自用地

としての価額に借地権割合と借家権割合と賃貸割合を

乗じて求めた価額を、この土地の自用地としての価額

から控除した価額です。 

ところで貸家の敷地以外の駐車場スペースが貸家建

付地になるかどうかは、相続税に影響が出ます。1筆

の土地に建つ賃貸住宅と貸家の居住者専用の駐車スペ

ースなら、その土地全体で貸家建付地と認められます

が、駐車スペースが第三者に貸し付けられていると、

話が変わってきます。 

また、同じ事業者に事業用建物の敷地と駐車スペー

スとして貸し付けた一団の土地でも、契約の仕方によ

っては、部分的にしか貸家建付地と認められないこと

もあります。裁決事例からポイントを考えてみます。 

２．認められた事例 

最初に認められた事案です。この事案の契約は被相

続人が借地人との間で昭和 59年 2月に、倉庫を建て

る目的で約100坪の土地を貸し付ける土地賃貸借契約

でした。賃貸借されたのは次のような土地です。 

 

 

相続開始時点の現況は、⑴上記土地の東側部分には、

倉庫建物（昭 61年新築。床面積 69.42㎡）が建って

おり、借地人は、倉庫を漬物の原料及び製造機械の保

管に使用。⑵土地の西側部分及び隣地は、その地面に、

ロープによって車両 18台分の駐車位置が示されると

ともに、コンクリート製ブロックの輪止めが設置され

ており、借地人が一体として月ぎめ駐車場として利用。

上記土地には、倉庫の敷地部分と駐車場として利用さ

れている部分の境界を示すものはありませんでした。

もっとも倉庫近くの土地は、倉庫建物へ積荷を搬入す

る車両の駐車場所や転回場所等としても利用していた

ということです。 

 ただし、土地賃貸借契約は相続開始時点で法定更新

されましたが、借地人による一部借地の月ぎめ駐車場

への利用変更に関しては契約の変更等は行われていま

せんでした。相続人は、貸家建付地として評価し相続

税申告をしていました。 

 税務署は、倉庫敷地以外の駐車場部分（214.30㎡）

は自用地として評価減なしで評価すべきだとして相続

税の更正処分等をしました。賃貸借契約があったとし

ても「土地に建物の所有という目的が及ぶ範囲とは、

おのずと限度があるものであって、建物の所有に通常

必要な範囲でなければならない」と考えたためでした。 

しかし国税不服審判所は、次のことを指摘して、土

地全体を貸宅地として借地権価額を控除する評価にす

べきと認めました（平成 26年 7月 8日裁決）。ポイン

トとなった理由は、土地の西側部分は倉庫への積荷の

搬入等に通常必要な土地であると認められ、そうする

と、倉庫を所有するためには、土地全体が通常必要な

範囲であるということでした。 

３．認められなかった事例 

  次の事例は、被相続人が三角形に近い形の約 1500

㎡の一団の角地をレンタカー事業者に貸し付けていた

事例です。賃貸借契約の内訳は、「現況有姿のまま、貸

自動車業務のみの目的として使用すること」を条件と

する約 1300㎡の駐車場として一時使用する賃貸借契

約と、残りの土地約 200㎡を店舗用に係る一時使用の

賃貸借契約でした。相続人は土地全体を一体として貸

家建付地として評価し相続税申告をしていました。 

  ところが税務署は建物の敷地部分以外の部分は賃借

権の目的となっている雑種地として評価すべきとして

更正処分等を行ったことから、争いとなったものです

（平成 24年 10月 10日裁決）。 

  国税不服審判所は、「駐車場としての現況有姿のまま、

貸自動車業務のみの目的として使用することのために

被相続人が本件法人に貸し付けたものであるところ、

賃借権の登記がされた事実はなく、また、賃借権の設

定の対価としての権利金その他の一時金の授受もなく、

堅固な構築物の所有を目的とするものでもないことか

ら、評価基本通達 86《貸し付けられている雑種地の評

価》(1)ロに定める貸し付けられている雑種地として評

価するのが相当」と判断、その部分には「貸家の敷地

の用に供されている宅地」部分がないとして貸家建付

地評価を認めませんでした。     

概略図１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

倉

庫 

道路（幅員 3.8m） 

出入口 

被相続人の土地 

借地部分貸駐車場 

借地人所有地 

貸駐車場 

道 路

幅 員

4.6m 

建物敷地以外の駐車場が貸家建付地として認められる場合 

 作成 
税理士法人タクトコンサルティング 
株式会社タクトコンサルティング 

TEL 03－5208－5400 
URL  http://www.tactnet.com 

 
 税 理 士  森 繁 之 助 

 

令和５年４月１０日 №495 


